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 (百万円未満切捨て) 
１．2025年３月期の連結業績（2024年４月１日～2025年３月31日） 
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2025年３月期 89,657 0.9 4,721 29.5 4,569 11.6 2,931 △3.9 
2024年３月期 88,847 7.9 3,646 81.4 4,094 30.4 3,050 42.9 

 
(注) 包括利益 2025年３月期 5,144 百万円( 4.4 ％)  2024年３月期 4,928 百万円( 14.0 ％) 
  

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2025年３月期 181.87 － 7.1 5.9 5.3 

2024年３月期 189.35 － 8.1 5.5 4.1 
 
(参考) 持分法投資損益 2025年３月期 166 百万円  2024年３月期 71 百万円 
  

 
 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2025年３月期 79,402 45,936 54.5 2,684.64 

2024年３月期 76,033 42,010 52.0 2,453.38 
 
(参考) 自己資本 2025年３月期 43,274 百万円  2024年３月期 39,537 百万円 
  

 
  

（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

2025年３月期 6,631 △5,835 △640 11,981 
2024年３月期 8,843 △4,466 △2,781 11,399 

 
 
  

  

２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
(連結) 

純資産 
配当率 
(連結) 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

 2024年３月期 － 27.50 － 32.50 60.00 966 31.7 2.6 

 2025年３月期 － 37.50 － 37.50 75.00 1,208 41.2 2.9 

 2026年３月期(予想) － 42.50 － 42.50 85.00  39.1  
  

 
 

３．2026年３月期の連結業績予想（2025年４月１日～2026年３月31日） 
 

 
(％表示は対前期増減率) 

 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属
する当期純利益 

１株当たり当期純
利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 88,000 △1.8 5,000 5.9 5,000 9.4 3,500 19.4 217.13 
 

 
  



※ 注記事項 
  

（１）期中における連結範囲の重要な変更  ： 無 
  

 
  

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

④ 修正再表示 ： 無 
  

 
  

（３）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2025年３月期 17,609,130 株 2024年３月期 17,609,130 株 

② 期末自己株式数 2025年３月期 1,489,742 株 2024年３月期 1,493,462 株 

③ 期中平均株式数 2025年３月期 16,117,655 株 2024年３月期 16,112,651 株 
  

 
  

(参考) 個別業績の概要 
１．2025年３月期の個別業績（2024年４月１日～2025年３月31日） 
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率) 
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2025年３月期 35,447 △0.7 89 △85.0 1,241 △54.0 803 △66.5 

2024年３月期 35,692 6.3 595 － 2,698 66.8 2,400 34.6 
   

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2025年３月期 49.88 － 
2024年３月期 148.97 － 

  

 
 

（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2025年３月期 36,252 21,252 58.6 1,318.46 
2024年３月期 37,572 21,566 57.4 1,338.22 

 
(参考) 自己資本 2025年３月期 21,252 百万円  2024年３月期 21,566 百万円 
  

 
  

 
  

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です 
  

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ
ると判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、
実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想の
ご利用にあたっての注意事項等については、添付資料Ｐ.４「１. 経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご
覧ください。 
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１．経営成績等の概況 

（１）当期の経営成績の概況 

当連結会計年度における我が国の経済は、雇用・所得環境の改善やインバウンド需要の拡大等を背景に、景気は緩

やかな回復基調で推移しました。一方で、不安定な国際情勢や中国経済の成長鈍化が長期化の様相を見せているほか、

物価上昇や金融資本市場の変動リスク等からインフレ不安が根強く残ることに加え、米国の通商政策の影響が今後顕

在化することも想定されることから、景気の先行きは依然として不透明な状況が続いております。 

自動車業界においては、半導体の供給不足緩和等を背景に生産台数は回復基調ではあるものの、その回復度合いに

は地域差が見られました。また、電気自動車においては、積極的な研究開発投資や普及活動に取り組んでいるものの、

電気自動車への需要転換については一部見直しの動きも見られました。 

このような経済情勢の下で、当社グループにおいては、原材料費や労務費上昇等のマイナスの影響を受けた一方、

社内での合理化及び体質改善を年間を通して進めてまいりました。 

これらのことから当連結会計年度の業績については、連結売上高は、前年同期比0.9％増の896億57百万円となりま

した。営業利益は、前年同期比29.5％増の47億21百万円となりました。経常利益は、当社の連結子会社である上海フ

コク有限公司で発生した不正行為に伴う貸倒引当金繰入額や特別調査費用等を計上しましたが、前年同期比11.6％増

の45億69百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、上海フコク有限公司の「防振事業」セグ

メントにおける固定資産の減損損失並びに同社で発生した不正行為に伴う法人税、住民税及び事業税を計上したこと

などが影響し、前年同期比3.9％減の29億31百万円となりました。 

 

セグメントの経営成績は次のとおりです。 

なお、当連結会計年度より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同期比較については、前連結会計

年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較分析しております。  

詳細は、３「連結財務諸表及び主な注記」（５）「連結財務諸表に関する注記事項」（セグメント情報等）をご参

照ください。 

 

機能品事業 

売上高は、受注が堅調に推移したこと及び為替換算の影響により、前年同期比5.5％増の411億49百万円となりまし

た。セグメント利益は、原材料費や労務費等の上昇を合理化や売価反映等により吸収したことで、前年同期比15.3％

増の49億99百万円となりました。 

 

防振事業 

売上高は、受注が概ね堅調に推移したこと及び為替換算の影響により、前年同期比1.1％増の381億77百万円となり

ました。セグメント利益は、金具鋼材費や労務費等の上昇を合理化や売価反映等により吸収したことで、前年同期比

33.9％増の28億67百万円となりました。 

 

ライフサイエンス事業 

売上高は、主に国内の好調な受注に支えられ、前年同期比23.1％増の９億80百万円となりました。セグメント利益

は、売上増に伴い、前年同期比21.0％増の２億51百万円となりました。 

 

金属加工事業 

現在、採算性向上に資する非採算部品の事業縮小を進めていることから、売上高は、前年同期比20.7％減の53億42

百万円となりました。セグメント利益は、金具鋼材費や労務費等の上昇を合理化や売価反映等により吸収したことで、

前年同期比256.7%増の80百万円となりました。 

 

ホース事業 

売上高は、主に東南アジアでの需要減少が見られたことから、前年同期比11.0％減の47億84百万円となりました。

セグメント利益は、原材料費や労務費等の上昇を合理化や売価反映等により吸収したことで、前年同期比8.1％増の

２億５百万円となりました。 
  



 

（参考）個別業績について 

個別業績につきましては、売上高は自動車メーカーの生産台数伸び悩みの影響を受け、前年同期比0.7%減の354億

47百万円となりました。営業利益は売上高減少に加え、戦略的ＤＸ投資等の販売費及び一般管理費の増加により前年

同期比85.0%減の89百万円となりました。経常利益は受取配当金の減少、為替差益の減少及び連結子会社で発生した

不正行為に伴う特別調査費用の計上により前年同期比54.0%減の12億41百万円、当期純利益は前年同期比66.5%減の８

億３百万円となりました。 

 

（２）当期の財政状態の概況 

資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

総資産は、前連結会計年度末に比べて33億68百万円増加し、794億２百万円となりました。 

主な要因は、為替換算の影響や有形固定資産の取得等による固定資産の増加34億88百万円によるものです。 

（負債） 

負債は、前連結会計年度末に比べて５億57百万円減少し、334億65百万円となりました。 

（純資産） 

純資産は、前連結会計年度末に比べて39億26百万円増加し、459億36百万円となりました。 

主な要因は、利益剰余金の増加18億３百万円、為替換算調整勘定の増加20億95百万円等によるものです。 

 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ５億82百万円

増加し、119億81百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は66億31百万円（前年同期は88億43百万円）となりました。これは主に減価償却費50

億38百万円、税金等調整前当期純利益44億53百万円等による資金の増加と、仕入債務の減少31億20百万円等の資金の

減少によるものです。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は58億35百万円（前年同期は44億66百万円）となりました。これは主に有形固定資産

の取得が58億１百万円あったことによるものです。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は６億40百万円（前年同期は27億81百万円）となりました。これは主に配当金の支払

が11億28百万円あったことによる資金の減少と、借入による収入が借入金の返済を６億11百万円上回ったことによる

資金の増加によるものです。 
  



 

（４）今後の見通し 

今後の先行きについては、雇用・所得環境の改善等を背景に景気は緩やかな回復が続くと見ている一方、不安定な

国際情勢や物価上昇、金融資本市場の変動リスク等に加え、米国の通商政策の影響が今後顕在化することも想定され

ることから、景気の先行きは依然として不透明な状況にあります。 

 自動車業界においては、地域差はあるものの生産台数の回復基調が底堅く続くものと見ていますが、米国の通商政

策の動向によっては、今後影響が出てくることも想定されます。 

このような状況の下で、当社グループにおいては、2023年度に公表した「新中期経営計画2026」の２年目として、

2026年度売上高1,200億円、営業利益率８％、ＲＯＥ12％の目標達成に向け、「既存事業の強化」と「成長事業・新

事業の拡大」の事業戦略の両輪に加え、ＥＳＧの各観点を重視した経営基盤の改革に取り組むことで、収益の最大化

を狙ってまいります。また、長期的な視点としては、当社独自のコア技術で高付加価値商品やソリューションを提供

することで、サステナブルな社会の実現に貢献できる“心から愛される企業”を目指してまいります。 

 2026年３月期の連結業績見通しにつきましては、売上高は為替前提を円高方向に置いたことによる為替換算差等

を反映して880億円（前連結会計年度比1.8％減）と減収見通しとはなりますが、グループを挙げての合理化や体質

改善活動を推進するなど収益力をこれまで以上に高めることで、営業利益50億円（同5.9％増）、経常利益50億円

（同9.4％増）、親会社株主に帰属する当期純利益35億円（同19.4％増）と、いずれの利益段階においても増益を見

込んでおります。 

 なお、今般の米国の関税措置が当社の事業及び業績に与える影響については、現時点では合理的に見積もることが

困難であることから、連結通期業績見通しには織り込んでおりません。 

 

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして位置付けており、将来の事業展開と事業の特

性を考慮した内部留保等に勘案しながら、安定した配当を維持しつつも業績に応じて株主の皆様に対する利益還元を

行っていくことを基本方針としております。この方針の下、連結配当性向30％を目安に決定することとし、急激な経

営環境の変化により著しく業績が低迷するような場合を除き、１株当たり年間20円（中間、期末１株当たりの配当は

各10円）を配当の下限水準とするものです。 

当期の期末配当金につきましては、2024年５月15日公表の配当予想である１株当たり37.5円とさせていただき、当

期の年間配当金は１株当たり75円となります。 

次期の配当金につきましては、１株当たり年間85円（中間配当金42.5円、期末配当金42.5円）とし、10円の増配を

予定しております。 

 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 

当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。 

なお、国際会計基準の適用につきましては、国内外の情勢を考慮し、適切に対応していく方針であります。 
  



３．連結財務諸表及び主な注記 

（１）連結貸借対照表 

           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(2025年３月31日) 

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,011 12,422 

  受取手形 852 1,054 

  売掛金 15,410 14,986 

  電子記録債権 4,329 4,169 

  商品及び製品 6,223 6,596 

  仕掛品 1,345 1,240 

  原材料及び貯蔵品 3,858 3,725 

  その他 1,709 1,441 

  貸倒引当金 △22 △39 

  流動資産合計 45,718 45,597 

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 8,519 8,929 

   機械装置及び運搬具（純額） 9,978 10,941 

   工具、器具及び備品（純額） 1,141 1,182 

   土地 6,138 6,517 

   リース資産（純額） 44 109 

   建設仮勘定 873 1,319 

   有形固定資産合計 26,695 29,000 

  無形固定資産   

   その他 1,675 1,903 

   無形固定資産合計 1,675 1,903 

  投資その他の資産   

   投資有価証券 1,030 1,259 

   長期前払費用 48 58 

   退職給付に係る資産 141 307 

   繰延税金資産 479 983 

   その他 243 728 

   貸倒引当金 － △436 

   投資その他の資産合計 1,944 2,901 

  固定資産合計 30,315 33,804 

 資産合計 76,033 79,402 

 
  



           (単位：百万円) 
          

前連結会計年度 
(2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(2025年３月31日) 

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,373 5,226 

  電子記録債務 6,062 3,555 

  短期借入金 7,130 6,880 

  1年内返済予定の長期借入金 1,634 1,959 

  未払法人税等 526 511 

  賞与引当金 799 833 

  設備関係支払手形 894 746 

  その他 4,464 4,527 

  流動負債合計 26,885 24,239 

 固定負債   

  長期借入金 2,759 3,712 

  繰延税金負債 1,133 1,713 

  退職給付に係る負債 1,573 1,777 

  役員退職慰労引当金 159 174 

  その他 1,511 1,848 

  固定負債合計 7,137 9,226 

 負債合計 34,023 33,465 

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,395 1,395 

  資本剰余金 1,575 1,581 

  利益剰余金 33,206 35,009 

  自己株式 △1,397 △1,393 

  株主資本合計 34,780 36,592 

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 205 206 

  繰延ヘッジ損益 7 △164 

  為替換算調整勘定 4,544 6,640 

  その他の包括利益累計額合計 4,757 6,682 

 非支配株主持分 2,472 2,662 

 純資産合計 42,010 45,936 

負債純資産合計 76,033 79,402 
  



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自  2023年４月１日 
 至  2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2024年４月１日 

 至  2025年３月31日) 

売上高 88,847 89,657 

売上原価 73,753 72,640 

売上総利益 15,093 17,016 

販売費及び一般管理費   

 給料 3,945 4,251 

 運賃 2,446 2,522 

 減価償却費 337 423 

 役員退職慰労引当金繰入額 20 22 

 退職給付費用 183 202 

 賞与引当金繰入額 189 192 

 貸倒引当金繰入額 5 － 

 その他 4,317 4,678 

 販売費及び一般管理費合計 11,446 12,294 

営業利益 3,646 4,721 

営業外収益   

 受取利息 78 78 

 受取配当金 7 10 

 持分法による投資利益 71 166 

 為替差益 260 74 

 補助金収入 － 283 

 移転補償金 280 － 

 その他 235 286 

 営業外収益合計 934 900 

営業外費用   

 支払利息 231 200 

 貸倒引当金繰入額 － 423 

 特別調査費用 － 213 

 その他 254 215 

 営業外費用合計 486 1,053 

経常利益 4,094 4,569 

特別利益   

 退職給付制度終了益 － 166 

 特別利益合計 － 166 

特別損失   

 減損損失 0 282 

 特別損失合計 0 282 

税金等調整前当期純利益 4,093 4,453 

法人税、住民税及び事業税 880 1,140 

法人税等調整額 87 108 

法人税等合計 968 1,249 

当期純利益 3,125 3,204 

非支配株主に帰属する当期純利益 74 272 

親会社株主に帰属する当期純利益 3,050 2,931 
  



（連結包括利益計算書） 

           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自  2023年４月１日 
 至  2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2024年４月１日 

 至  2025年３月31日) 

当期純利益 3,125 3,204 

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 96 1 

 繰延ヘッジ損益 16 △209 

 為替換算調整勘定 1,663 2,092 

 持分法適用会社に対する持分相当額 25 56 

 その他の包括利益合計 1,803 1,940 

包括利益 4,928 5,144 

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 4,723 4,856 

 非支配株主に係る包括利益 205 287 
  



（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度(自 2023年４月１日 至 2024年３月31日) 

 (単位：百万円) 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,395 1,573 30,969 △1,403 32,534 

当期変動額      

剰余金の配当   △813  △813 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
  3,050  3,050 

自己株式の取得    △0 △0 

譲渡制限付株式報酬  2  6 8 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 

     

当期変動額合計 － 2 2,237 6 2,245 

当期末残高 1,395 1,575 33,206 △1,397 34,780 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 

当期首残高 108 △7 2,983 2,333 37,952 

当期変動額      

剰余金の配当     △813 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    3,050 

自己株式の取得     △0 

譲渡制限付株式報酬     8 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 

96 15 1,560 139 1,811 

当期変動額合計 96 15 1,560 139 4,057 

当期末残高 205 7 4,544 2,472 42,010 

 
  



当連結会計年度(自 2024年４月１日 至 2025年３月31日) 

 (単位：百万円) 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,395 1,575 33,206 △1,397 34,780 

当期変動額      

剰余金の配当   △1,128  △1,128 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
  2,931  2,931 

自己株式の取得    △0 △0 

譲渡制限付株式報酬  5  3 8 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 

     

当期変動額合計 － 5 1,803 3 1,811 

当期末残高 1,395 1,581 35,009 △1,393 36,592 

 

 

その他の包括利益累計額 

非支配株主持分 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定 

当期首残高 205 7 4,544 2,472 42,010 

当期変動額      

剰余金の配当     △1,128 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
    2,931 

自己株式の取得     △0 

譲渡制限付株式報酬     8 

株主資本以外の項目

の当期変動額（純

額） 

1 △172 2,095 189 2,114 

当期変動額合計 1 △172 2,095 189 3,926 

当期末残高 206 △164 6,640 2,662 45,936 

 
  



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自  2023年４月１日 
 至  2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2024年４月１日 

 至  2025年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 4,093 4,453 

 減価償却費 4,653 5,038 

 減損損失 0 282 

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △10 439 

 賞与引当金の増減額（△は減少） 45 33 

 退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） 194 168 

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △20 18 

 退職給付制度終了益 － △166 

 特別調査費用 － 213 

 補助金収入 － △283 

 受取利息及び受取配当金 △86 △89 

 支払利息 231 200 

 為替差損益（△は益） △149 54 

 持分法による投資損益（△は益） △71 △166 

 売上債権の増減額（△は増加） △122 1,375 

 棚卸資産の増減額（△は増加） 122 268 

 仕入債務の増減額（△は減少） 213 △3,120 

 その他の資産の増減額（△は増加） 181 △101 

 その他の負債の増減額（△は減少） 338 △307 

 その他 223 △113 

 小計 9,837 8,197 

 利息及び配当金の受取額 93 103 

 利息の支払額 △230 △213 

 特別調査費用の支払額 － △181 

 法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △857 △1,274 

 営業活動によるキャッシュ・フロー 8,843 6,631 

 
  



           (単位：百万円) 
          前連結会計年度 

(自  2023年４月１日 
 至  2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2024年４月１日 

 至  2025年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △86 － 

 定期預金の払戻による収入 － 200 

 長期前払費用の取得による支出 △42 △42 

 有形固定資産の取得による支出 △4,027 △5,801 

 有形固定資産の売却による収入 114 33 

 無形固定資産の取得による支出 △454 △315 

 その他 30 90 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △4,466 △5,835 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入れによる収入 755 559 

 短期借入金の返済による支出 △1,626 △1,223 

 長期借入れによる収入 1,300 3,300 

 長期借入金の返済による支出 △2,308 △2,025 

 配当金の支払額 △813 △1,128 

 非支配株主への配当金の支払額 △66 △98 

 その他 △22 △25 

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,781 △640 

現金及び現金同等物に係る換算差額 325 426 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,921 582 

現金及び現金同等物の期首残高 9,478 11,399 

現金及び現金同等物の期末残高 11,399 11,981 
  



（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

（退職給付制度の移行） 

 当社の連結子会社である末吉工業(株)は、2024年４月１日付で退職一時金制度の一部について確定拠出企業年金

制度へ移行いたしました。移行に伴う会計処理については、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業

会計基準適用指針第１号 2016年12月16日）及び「退職給付制度間の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第２号 2007年２月７日）を適用しております。これに伴い、当連結会計年度において、退職給付

制度終了益166百万円を特別利益に計上しております。 

 
  



 

（セグメント情報等） 

【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

（１）報告セグメントの決定方法 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社は、本社に製品群別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品群について国内及び海外の包括的な戦略を

立案し、事業活動を展開しております。ただし、国内子会社の事業のうち、上記の事業部の製品群に属さないもの

については、親会社が直接これを統括することとしております。 

したがって、当社は、事業部を基礎とした製品群別のセグメントと、事業部に属さない国内子会社の事業セグメ

ントから構成されており、これらの中から「機能品事業」、「防振事業」、「ライフサイエンス事業」、「金属加

工事業」及び「ホース事業」の５つを報告セグメントとしております。 

（２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類 

「機能品事業」は、シール部品、ワイパーブレードラバー及びＯＡ等の製品を製造販売しております。「防振事

業」は、ダンパー、マウント及びウレタン等の製品を製造販売しております。「ライフサイエンス事業」は、バイ

オ関連製品を製造販売しております。「金属加工事業」は、トラック及び建設機械用金属部品等の製品を製造販売

しております。「ホース事業」はホース等ゴム製品を製造販売しております。 

（３）報告セグメントの変更等に関する事項 

 当連結会計年度より、報告セグメントの区分を従来の「機能品事業」、「防振事業」、「産業機器事業」、

「金属加工事業」及び「ホース事業」から、「機能品事業」、「防振事業」、「ライフサイエンス事業」、「金属

加工事業」及び「ホース事業」に変更しております。 

これは、「新中期経営計画2026」を具現化するため、ライフサイエンス向け製品及びインダストリアル向け製品

の拡大により注力する目的で、産業機器事業部を再編しており、この再編による各事業活動の実態を適切に表すよ

う、当社グループの報告セグメントの一部を変更するものであります。 

今後成長が見込める再生医療、化粧品分野等の市場での事業拡大、及び世界的に注目度が高まっているライフサ

イエンス製品の積極的事業活動を進めるため、ライフサイエンス製品と産業機器事業に属していたバイオ関連製品

を取り扱うライフサイエンス事業を新設いたしました。 

また、新分野の航空宇宙製品、成長分野のインダストリアル向け製品を集約し、生産効率を高めるため産業機器

事業に属していたＯＡ製品を機能品事業に統合いたしました。 

さらに、市場拡大が見込まれる半導体関連製品のさらなる生産性向上を目指すため、産業機器事業に属していた

ウレタン製品を防振事業に統合いたしました。 

なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを記

載しております。 

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方法と

同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。 

 
  



３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度(自  2023年４月１日  至  2024年３月31日) 

  (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注)２ 機能品 防振 

ライフ 
サイエンス 

金属加工 ホース 

売上高         

外部顧客への売上高 38,298 37,746 796 6,737 5,268 88,847 － 88,847 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

718 10 － 0 104 833 △833 － 

計 39,016 37,756 796 6,737 5,373 89,681 △833 88,847 

セグメント利益 4,336 2,141 207 22 190 6,897 △3,250 3,646 

セグメント資産 33,716 29,199 689 3,328 4,715 71,649 4,384 76,033 

その他の項目         

減価償却費 2,057 2,070 31 117 214 4,491 161 4,653 

減損損失 0 0 － － － 0 － 0 

持分法適用会社への 
投資額 

－ 614 － － － 614 － 614 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

2,610 1,123 27 174 158 4,093 550 4,644 

(注) １．調整額は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益の調整額△3,250百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△3,252百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費等であります。 

(2) セグメント資産の調整額4,384百万円には、セグメント間取引消去△980百万円、各報告セグメントに配分

していない全社資産5,364百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親会

社の現金及び預金であります。 

(3) 減価償却費の調整額161百万円は、主に親会社のシステム関連の固定資産減価償却費であります。 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額550百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産の増加額であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 
  



当連結会計年度(自  2024年４月１日  至  2025年３月31日) 

  (単位：百万円) 

 

報告セグメント 

合計 
調整額 
(注)１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
(注)２ 機能品 防振 

ライフ 
サイエンス 

金属加工 ホース 

売上高         

外部顧客への売上高 40,455 38,167 980 5,342 4,710 89,657 － 89,657 

セグメント間の 
内部売上高又は振替高 

693 9 － 0 73 776 △776 － 

計 41,149 38,177 980 5,342 4,784 90,433 △776 89,657 

セグメント利益 4,999 2,867 251 80 205 8,404 △3,682 4,721 

セグメント資産 35,807 31,234 828 3,067 4,874 75,813 3,589 79,402 

その他の項目         

減価償却費 2,411 2,024 41 122 204 4,805 233 5,038 

減損損失 － 282 － － － 282 － 282 

持分法適用会社への 
投資額 

－ 818 － － － 818 － 818 

有形固定資産及び 
無形固定資産の増加額 

3,037 2,362 80 159 192 5,832 405 6,238 

(注) １．調整額は以下のとおりです。 

(1) セグメント利益の調整額△3,682百万円には、セグメント間取引消去△０百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△3,682百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費等であります。 

(2) セグメント資産の調整額3,589百万円には、セグメント間取引消去△1,005百万円、各報告セグメントに配

分していない全社資産4,594百万円が含まれております。全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない親

会社の現金及び預金であります。 

(3) 減価償却費の調整額233百万円は、主に親会社のシステム関連の固定資産減価償却費であります。 

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額405百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資

産の増加額であります。 

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 

 

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

前連結会計年度(自  2023年４月１日  至  2024年３月31日) 

該当事項はありません。 

 

当連結会計年度(自  2024年４月１日  至  2025年３月31日) 

   「防振事業」セグメントにおいて、当社の連結子会社である上海フコク有限公司の固定資産の減損損失を計上して

おります。なお、当該減損損失の計上額は282百万円となっております。 

 
  



（１株当たり情報） 

 

 
前連結会計年度 

(自  2023年４月１日 
至  2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自  2024年４月１日 
至  2025年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,453円38銭 2,684円64銭 

１株当たり当期純利益 189円35銭 181円87銭 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

 
前連結会計年度 

(自 2023年４月１日 
至 2024年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 2024年４月１日 
至 2025年３月31日) 

１株当たり当期純利益   

親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 3,050 2,931 

普通株主に帰属しない金額(百万円) － － 

普通株式に係る親会社株主に帰属する 
当期純利益(百万円) 

3,050 2,931 

期中平均株式数(千株) 16,112 16,117 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

 


